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人 事 委 員 会 規 則

職員の自己啓発等休業に関する条例施行規則をここに公布する。

平成19年12月25日

鳥取県人事委員会委員長 髙 橋 敬 一

鳥取県人事委員会規則第34号

職員の自己啓発等休業に関する条例施行規則

（趣旨）

第１条 この規則は、職員の自己啓発等休業に関する条例（平成19年鳥取県条例第89号。以下「条例」とい

う。）の規定に基づき職員の自己啓発等休業に関し必要な事項を定めるものとする。

（教育施設）

第２条 条例第４条第６号の人事委員会規則で定める教育施設は、職員が当該教育施設における課程を履修する

ことにより特に当該職員の公務に関する能力の向上に資する教育施設として、任命権者があらかじめ人事委

員会の承認を得たものとする。

（自己啓発等休業の承認の申請）

第３条 自己啓発等休業の承認の申請は、自己啓発等休業承認申請書により行うものとする。

２ 任命権者は、前項の申請について、その内容を確認する必要があると認めるときは、当該申請をした職員に

対し、証明書類の提出を求めることができる。

（自己啓発等休業の期間の延長の申請）

第４条 前条の規定は、自己啓発等休業の期間の延長の申請について準用する。

（報告）

第５条 第３条第２項の規定は、条例第10条第１項の規定による報告について準用する。

（雑則）

第６条 この規則に定めるもののほか、職員の自己啓発等休業に関し必要な事項は、人事委員会が定める。

附 則

（施行期日）

１ この規則は、平成20年４月１日から施行する。ただし、次項の規定は、公布の日から施行する。

（準備行為）

２ 第３条の規定による自己啓発等休業の承認の申請及びこれに関し必要な手続その他の行為は、この規則の施

行の日前においても行うことができる。

平成19年12月25日 火曜日 鳥 取 県 公 報 号外第178号
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職員の育児休業等に関する規則の一部を改正する規則をここに公布する。

平成19年12月25日

鳥取県人事委員会委員長 髙 橋 敬 一

鳥取県人事委員会規則第35号

職員の育児休業等に関する規則の一部を改正する規則

職員の育児休業等に関する規則（平成４年鳥取県人事委員会規則第４号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄中条及び項の表示に下線が引かれた条及び項（以下「移動条項」という。）に対応する同

表の改正後の欄中条及び項の表示に下線が引かれた条及び項（以下「移動後条項」という。）が存在する場合に

は、当該移動条項を当該移動後条項とし、移動後条項に対応する移動条項が存在しない場合には、当該移動後条

項（以下「追加条項」という。）を加える。

次の表の改正前の欄中下線が引かれた部分（条及び項の表示を除く。以下「改正部分」という。）に対応する

同表の改正後の欄中下線が引かれた部分（条及び項の表示並びに追加条項を除く。以下「改正後部分」とい

う。）が存在する場合には、当該改正部分を当該改正後部分に改め、改正部分に対応する改正後部分が存在しな

い場合には、当該改正部分を削り、改正後部分に対応する改正部分が存在しない場合には、当該改正後部分を加

える。

改 正 後 改 正 前

（趣旨） （趣旨）

第１条 この規則は、職員の育児休業等に関する条例 第１条 この規則は、職員の育児休業等に関する条例

（平成４年鳥取県条例第６号。以下「条例」とい （平成４年３月鳥取県条例第６号。以下「条例」と

う。）の規定に基づき職員の育児休業、育児短時間 いう。）の規定に基づき職員の育児休業等に関し必

勤務（地方公務員の育児休業等に関する法律（平成 要な事項を定めるものとする。

３年法律第110号。以下「育児休業法」という。）

第10条第１項に規定する育児短時間勤務をいう。以

下同じ。）及び部分休業（育児休業法第19条第１項

に規定する部分休業をいう。以下同じ。）に関し必

要な事項を定めるものとする。

（再度の育児休業をすることができる特別の事情に係 （再度の育児休業をすることができる特別の事情に係

る特別休暇） る特別休暇）

第２条 条例第３条第１号の職員の勤務時間、休暇等 第２条 条例第３条第１号の職員の勤務時間、休暇等

に関する条例（平成６年鳥取県条例第35号）第16条 に関する条例（平成６年12月鳥取県条例第35号）第

第１項又は県費負担教職員の勤務時間、休暇等に関 16条第１項又は県費負担教職員の勤務時間、休暇等

する条例（平成６年鳥取県条例第36号）第14条第１ に関する条例（平成６年12月鳥取県条例第36号）第

項に規定する特別休暇（以下単に「特別休暇」とい 14条第１項に規定する特別休暇（以下単に「特別休

う。）のうち人事委員会規則で定めるものは、職員 暇」という。）のうち人事委員会規則で定めるもの

の勤務時間、休暇等に関する規則（平成６年鳥取県 は、職員の勤務時間、休暇等に関する規則（平成６

人事委員会規則第15号。以下「勤務時間規則」とい 年12月鳥取県人事委員会規則第15号。以下「勤務時

う。）第16条の表第８号又は県費負担教職員の勤務 間規則」という。）第16条の表第８号又は県費負担

時間、休暇等に関する規則（平成６年鳥取県人事委 教職員の勤務時間、休暇等に関する規則（平成６年

員会規則第17号。以下「県費負担教職員勤務時間規 12月鳥取県人事委員会規則第17号。以下「県費負担
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則」という。）第15条の表第８号に規定する場合に 教職員勤務時間規則」という。）第15条の表第８号

おける特別休暇とする。 に規定する場合における特別休暇とする。

（再度の育児休業をすることができる特別の事情に係

る養育の方法）

第３条 条例第３条第４号の人事委員会規則で定める

方法は、育児休業法その他の法律による育児休業並

びに育児短時間勤務及びこれに類する所定労働時間

を短縮することにより子の養育を支援する方法とす

る。

（育児休業の承認の請求） (育児休業の承認の請求）

第４条 育児休業の承認の請求は、育児休業承認請求 第３条 育児休業の承認の請求は、育児休業を始めよ

書により、育児休業を始めようとする日の１月前ま うとする日の１月前までに行うものとする。

でに行うものとする。

２ 略 ２ 略

（育児休業の期間の延長の承認の請求） （育児休業の期間の延長の承認の請求）

第５条 略 第４条 略

（育児休業に係る子が死亡した場合等の届出） （子が死亡した場合等の届出）

第６条 略 第５条 略

２ 前項の届出は、養育状況変更届により行うものと

する。

３ 第４条第２項の規定は、第１項の届出について準 ２ 第３条第２項の規定は、前項の届出について準用

用する。 する。

（育児休業をしている職員の職務復帰）

第７条 育児休業の期間が満了したとき、育児休業の

承認が休職若しくは停職の処分を受けたこと以外の

事由により効力を失ったとき又は育児休業の承認が

取り消されたとき（条例第５条第２号に掲げる事由

に該当したことにより承認が取り消された場合を除

く。）は、当該育児休業に係る職員は、職務に復帰

するものとする。

（育児休業をしている職員の期末手当に係る勤務した （勤務した期間に相当する期間）

期間に相当する期間）

第８条 条例第７条第１項の人事委員会規則で定める 第５条の２ 条例第５条の３第１項の人事委員会規則

期間は、次に掲げる期間とする。 で定める期間は、次に掲げる期間とする。

(１) 休暇の期間その他勤務しないことにつき特に (１) 休暇の期間その他勤務しないことにつき特に

承認のあった期間のうち、次に掲げる期間以外の 承認のあった期間のうち、次に掲げる期間以外の

期間 期間

ア 育児休業法第２条の規定により育児休業（公 ア 地方公務員の育児休業等に関する法律（平成

益法人等への職員の派遣等に関する条例（平成 ３年法律第110号）第２条の規定により育児休
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14年鳥取県条例第３号。以下「公益法人等派遣 業（公益法人等への職員の派遣等に関する条例

条例」という。）第３条第１号に規定する派遣 （平成14年鳥取県条例第３号。以下「公益法人

職員（以下「公益法人等派遣職員」という。） 等派遣条例」という。）第３条第１号に規定す

にあっては、育児休業、介護休業等育児又は家 る派遣職員（以下「公益法人等派遣職員」とい

族介護を行う労働者の福祉に関する法律（平成 う。）にあっては、育児休業、介護休業等育児

３年法律第76号。以下「育児介護休業法」とい 又は家族介護を行う労働者の福祉に関する法律

う。）第２条第１号に規定する育児休業）をし （平成３年法律第76号。以下「育児介護休業

ていた期間及び教育公務員特例法（昭和24年法 法」という。）第２条第１号に規定する育児休

律第１号）第26条第１項に規定する大学院修学 業）をしていた期間及び教育公務員特例法（昭

休業をしていた期間 和24年法律第１号）第26条第１項に規定する大

学院修学休業をしていた期間

イ 略 イ 略

(２) 略 (２) 略

（育児休業をしている職員の勤勉手当に係る勤務した

期間に相当する期間）

第９条 条例第７条第２項の人事委員会規則で定める 第５条の３ 条例第５条の２第２項の人事委員会規則

期間は、公益法人等派遣職員であった期間のうち公 で定める期間は、公益法人等派遣職員であった期間

益法人等派遣条例第２条第３項第１号に規定する派 のうち公益法人等派遣条例第２条第３項第１号に規

遣先団体において勤務した期間及び退職派遣者であ 定する派遣先団体において勤務した期間及び退職派

った期間のうち公益法人等派遣条例第10条に規定す 遣者であった期間のうち公益法人等派遣条例第10条

る特定法人において勤務した期間とする。 に規定する特定法人において勤務した期間とする。

（育児短時間勤務の終了の日の翌日から起算して１年

を経過しない場合に育児短時間勤務をすることができ

る特別の事情に係る特別休暇）

第10条 条例第11条第１号の特別休暇のうち人事委員

会規則で定めるものは、勤務時間規則第16条の表第

８号又は県費負担教職員勤務時間規則第15条の表第

８号に規定する場合における特別休暇とする。

（育児短時間勤務の終了の日の翌日から起算して１年

を経過しない場合に育児短時間勤務をすることができ

る特別の事情に係る養育の方法）

第11条 条例第11条第５号の人事委員会規則で定める

方法は、育児休業法その他の法律による育児休業並

びに育児短時間勤務及びこれに類する所定労働時間

を短縮することにより子の養育を支援する方法とす

る。

（特別の形態による育児短時間勤務）

第12条 条例第12条の人事委員会規則で定める日数

は、12日とする。

２ 条例第12条の人事委員会規則で定める時間は、16

時間とする。
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（育児短時間勤務の承認又は期間の延長の請求手続）

第13条 条例第13条の人事委員会規則で定める育児短

時間勤務承認請求書の様式は、人事委員会が別に定

める。

２ 第４条第２項の規定は、育児短時間勤務の承認の

請求又は期間の延長の請求について準用する。

（育児短時間勤務に係る子が死亡した場合等の届出）

第14条 第６条の規定は、育児短時間勤務について準

用する。この場合において、同条第１項第４号中

「条例第５条第１号」とあるのは、「条例第14条第

１号」と読み替えるものとする。

（部分休業の時間から減じる特別休暇の時間） （部分休業の時間から減じる特別休暇の時間）

第15条 条例第20条第２項の特別休暇のうち人事委員 第６条 条例第９条の特別休暇のうち人事委員会規則

会規則で定めるものは、勤務時間規則第16条の表第 で定めるものは、勤務時間規則第16条の表第10号又

10号又は県費負担教職員勤務時間規則第15条の表第 は県費負担教職員勤務時間規則第15条の表第10号に

10号に規定する場合における特別休暇とする。 規定する場合における特別休暇とする。

（部分休業の承認の請求手続）

第16条 部分休業の承認の請求は、部分休業承認請求

書により行うものとする。

２ 第４条第２項の規定は、部分休業の承認の請求に

ついて準用する。

（部分休業に係る子が死亡した場合等の届出） （育児休業に関する規定の部分休業への準用）

第17条 第６条の規定は、部分休業について準用す 第７条 第３条第２項及び第５条の規定は、部分休業

る。この場合において、同条第１項第４号中「条例 について準用する。

第５条第１号」とあるのは、「条例第22条の規定に

より準用する条例第14条第１号」と読み替えるもの

とする。

（給与の減額方法） （給与の減額方法）

第18条 条例第21条の規定により減額して給与を支給 第８条 条例第10条の規定により減額して給与を支給

する場合における給与の減額方法については、職員 する場合における給与の減額方法については、職員

の給与に関する条例（昭和26年鳥取県条例第３号） の給与に関する条例（昭和26年２月鳥取県条例第３

第12条の規定により減額した給与を支給する場合に 号）第12条の規定により減額した給与を支給する場

おける給与の減額方法の例による。 合における給与の減額方法の例による。

（雑則） （雑則）

第19条 この規則に定めるもののほか、職員の育児休 第９条 この規則に定めるもののほか、この規則の実

業、育児短時間勤務及び部分休業に関し必要な事項 施に関し必要な事項は、人事委員会が定める。

は、人事委員会が定める。
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附 則

（施行期日）

１ この規則は、平成20年４月１日から施行する。ただし、次項の規定は、公布の日から施行する。

（準備行為）

２ 育児休業の承認の請求及び期間の延長の請求並びに部分休業の承認の請求（この規則の施行の日（以下「施

行日」という。）以後に開始し、又は期間を延長するものに限る。）並びに育児短時間勤務の承認の請求並び

にこれらの請求に対する承認に関し必要な手続その他の行為は、施行日前においても行うことができる。
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